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Introduction
1. 市中肺炎の診断の概要

・症状（発熱・気道症状など）と身体所見（バイタルサイン・呼吸音の異常）か
ら市中肺炎の可能性を考える。
・バイタルサインの異常の数が多いほど，肺炎の可能性が高い。
・バイタルサインの異常または呼吸音の異常がある場合に，胸部単純X線写
真を撮影する。

2. 市中肺炎の重症度判定ツール

・市中肺炎の重症度判定ツールは，もともと予後予測のためのツールとして
検討されたものである。
・重症度判定ツールによって予後を予測し，入院適応判断の参考にする。
・Pneumonia Severity Index（PSI），CURB-65，CRB-65，A-DROPのい
ずれかを使用する。
・どの重症度判定ツールも，バイタルサイン（意識状態，血圧，呼吸数），
年齢，脱水の有無を重視している。

3. 重症度判定ツールの基本的な使い方

・重症度判定ツールの最も重要な役割は，外来で治療できる患者の「候補」
を抽出し，不要な入院を減らすことである。
・「死亡リスクが低い状況」と判断された場合，必ずしも「外来」治療でよい
（「入院」は不要）とは限らない。
・死亡リスクが低いと判定されても，入院治療のほうが確実かつ安全に治療
できるのであれば，入院治療を検討する。

4. それぞれの重症度判定ツールの使い分け

・各重症度判定ツールの精度に大きな差はないと報告されており，それぞれ
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の医療環境に合ったツールを選択すればよい。

5. 重症度判定ツール使用時の注意点

・PSIを用いて重症度判定をする場合「年齢」による影響が大きいため，特に
80歳以上の高齢者や若年者で，正しく重症度を評価できないことがある。
・一時点のバイタルサインや検査値を使用しているため，正しく重症度を反
映しないことがある。
・基礎疾患やその病態の悪化を考慮していない。
・肺炎の合併症（膿胸・肺化膿症・肺囊胞感染・肺炎随伴性胸水）の考慮が不
十分である。

6. 「重症度」以外に入院を考慮すべき状況

・服薬アドヒアランスが期待できない状況や内服薬の吸収が期待できない状
況では，軽症（死亡リスクが低い）であっても，入院を検討する。

7. 入院適応の決定

・市中肺炎の入院適応は，①重症度判定ツールによる重症度判定・予後予
測，②予測されるバイタルサインの推移，③基礎疾患の状態，④肺炎合
併症の有無，⑤予想される服薬アドヒアランス，⑥安全に在宅で治療で
きる環境かどうか（社会的なサポートの有無など），の6点を検討した上で
決定する。

8. 入院病棟の決定（ICU入室の適応）

・重症度判定ツールは，「外来治療か入院治療か」の判断に用いるものであ
り，「重症肺炎」（ICU入室の必要性）の判断に使用すべきではない。
・現時点では，感度・特異度が比較的高い IDSA／ATS criteriaの使用が推奨
されている。
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 はじめに
市中肺炎は，生命予後，生活の質，社会に与える影響が大きい重要な感

染症のひとつである1）。日本全体の市中発症肺炎（市中肺炎と医療ケア関
連肺炎を合わせた肺炎）の発生数は，2011～13年に行われた疫学調査か
ら推定値が発表されている2）。15歳以上の市中発症肺炎の患者数は年間
188万人で，そのうち70％が65歳以上の高齢者であり，全患者の70％
が入院し，7万4000人が病院で死亡していると推定された。また，この
研究では85歳以上の高齢者の肺炎罹患率は，15～64歳の成人と比較し
て10倍以上であることも示された。そのため，高齢者人口が増加してい
る2023年現在の日本では，市中肺炎に罹患し，入院が必要となる患者数
は増加しており，また，今後さらに増え続けていくことが予想される。
このように，市中肺炎は発生頻度が高い感染症であり，診療所から3次
医療機関まで，どの医療機関でも対応が必要な感染症であるが，重症度に
よって致命率の幅が大きいことが知られている。重症度別に予後を評価し
た研究では，軽症肺炎の致命率は1％未満である一方，重症肺炎の致命率
は30～40％程度であった3）4）。そのため，市中肺炎の診断後，適切に重
症度判定を行うことは，適切な治療場所と治療方法を選択する上で非常に
重要である。
本稿では，市中肺炎の重症度判定と入院適応の考え方について解説す
る。

補足：肺炎の分類
肺炎は，大きく以下の3つに分類される。

❶市中肺炎（community-acquired pneumonia：CAP）
 市中（院外）で発症した肺炎であるが，入院48時間以内に発症した肺
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炎も含む概念
❷院内肺炎（hospital-acquired pneumonia：HAP）
 入院後48時間以上経過してから発症した肺炎
❸人工呼吸器関連肺炎（ventilator-associated pneumonia：VAP）1）

 気管挿管・人工呼吸器管理開始後48時間以降に発症した肺炎

以前は，CAPとHAPの中間的存在である医療ケア関連肺炎（health-
care-associated pneumonia：HCAP）という概念が使用されており5），日
本でも，日本の疫学と社会的実情に合ったHCAPのガイドラインが2011
年に作成された6）。 その際， 日本と欧米の疫学と医療環境の違いから，
HCAPではなく，医療・介護関連肺炎（nursing and healthcare-associat-
ed pneumonia：NHCAP）という名称が用いられた。しかし，その後の複
数の研究で，HCAPと分類することによって，過剰な広域抗菌薬使用につ
ながることが示され，臨床的に有用な概念ではないと考えられるようにな
った。そのため，それぞれ2016年と2017年に発表された米国・欧州の
院内肺炎・人工呼吸器関連肺炎診療ガイドラインで，HCAPという概念は
廃止され，CAPに含まれることになった7）8）。

日本の「成人肺炎診療ガイドライン2017」1）にはNHCAPの記載は残っ
ており，HAPと同じ扱いとなっているが，その根拠は十分には示されて
いない1）。2023年以降に発表される予定である本邦の新しい成人肺炎診
療ガイドラインで，どのような位置づけとなるか注目される。
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